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第　１　章　　総　則

第　１　条（目的）
〇〇株式会社（以下「当社」という）は、経済連携協定の適切な実施を確保し、特定原産地証明書の発給等を適切かつ確実に行うため、この規程を定める。

第　２　条（適用範囲）
この規程は、当社が生産･製造する産品及び当社が輸出する産品に係る特定原産地証明書等に関連する業務に適用する。
第　３　条（用語の定義）
この規程による用語の定義は以下のとおりとする。
（１）『法』、『法令』とは、経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律をいう。
（２）『協定』とは、わが国が締結している経済連携協定等をいう。
（３）『特定原産地証明書等』とは、第一種特定原産地証明書、第二種特定原産地証明書及び自己証明制度にともなう原産地証明書をいう。
（４）『原産品』とは、各ＥＰＡで定められている原産地規則を満たす産品をいう。

第　４　条（事実を正確に述べ記載する義務）
この規程に関連する諸手続きを行うにあたり、それらを遂行するすべての者は事実を正確に述べ記載する義務を負うものとする。

第　５　条（立案者・決定者）
この規程の改廃は、統括責任者が立案し、この規程の最高責任者である代表取締役社長が決定する。

第　２　章　　基本方針

第　６　条（基本方針）
　以下を当社における特定原産地証明書管理の基本方針とする。
（１）特定原産地証明書の発給等については、法令及び協定に反する行為は行わな
い。
（２）特定原産地証明書の適切な管理を実施するため、特定原産地証明書等の責任
者を定め、特定原産地管理体制の整備、充実を行う。
第　３　章　　組　織
第　７　条（管理体制）
特定原産地証明書等の管理については、特定原産地証明書統括部門による集中完治体制を基本とする。また、あわせて集中管理体制を補完し、責任の所在を明らかにするため、「原産地部門管理体制」を設ける。
第　８　条（最高責任者）
本規程の最高責任者は代表取締役社長とする。最高責任者は、当社が行う特定原産地証明書等の関連法規遵守にかかわるすべての業務についての最終責任と権限を持つ。最高責任者は、特定原産地証明書の管理を統括する部門を設置し、社内管理体制の構築、整備を命ずる。
また、最高責任者は、統括責任者を任命し、特定原産地証明書等の関連法規遵守にかかわる業務の最終判断者とする。
第　９　条（特定原産地証明書管理統括部門）
特定原産地証明書等の管理統括部門（以下「統括部門」という）として●●部がその任にあたる。
2. ●●部門は、事項に定める業務についての全ての責任と権限を持つ。
3. 統括部門は、以下の業務を行うものとする。

（1） この規程の立案、改廃
（2） 運用マニュアルの制定、改廃
（3） 特定原産品(以下「原産品」という)判定の審査、承認
（4） 特定原産地証明書等に係る書類等の作成、管理、保管
（5） 第二種特定原産証明書に係る帳簿の記載
（6） 第二種特定原産証明書誓約書交付者への通知
（7） 原産品でなかったこと等の経済産業大臣への通知（第二種）
（8） 原産品でなかったこと等の日本商工会議所への通知（第一種）
（9） 法令に基づく処分の厳守の確保
（10） 特定原産地証明書等に係る修正･変更等
（11） 企業登録、同意通知書、第二種特定輸出者に係る更新･修正･変更等
（12） 経済産業省及び日本商工会議所との連絡窓口、連絡体制の整備
（13） 物品の生産者との連絡窓口､連絡体制の整備

（14） 社内「原産地部門管理体制」の構築、整備、指導、教育
（15） 法令及び協定の改正動向の情報入手並びに関係部門への情報提供、業務
指示等
（１６）法令又は協定違反、関連書類等に不備等があった場合の調査、報告、措
置
第　１０　条（統括責任者）

　●●部長が統括責任者の任に就く

2. 統括責任者は、この規程に定められた諸手続きを適切に履行するための管理責任
を有する。
第　１１　条（法令業務責任者）

　●●部●●課長が法令業務責任者の任に就く

2. 法令業務責任者は、この規程に定められた諸手続きを適切に履行するための日常
管理責任を有する。また、あわせて第二種特定原産地証明書に係る以下の業務の日常管理責任を有する。
（１）経済産業大臣への変更の届出（法第７条の６）
（２）帳簿の記載（法第７条の７）
（３）第二種原産品誓約書交付者への通知（法第７条の８）
（４）原産品でなかったこと等の経済産業大臣への通知（法第７条の９）
（５）書類の保存（法第７条の１０）
（６）法令に基づく処分の遵守の確保（法第７条の１１及び１２）

第　１２　条（証明書作成業務担当者）

　証明書作成業務担当者は、法令や協定に従い関連資料の作成、入手、申請、修正等の日常実務を行う。

第　１３　条（原産地部門管理体制）
・・・・・
以下、御社の運用に合わせ作成してください。
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